
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月 

 

総務局組織人材部行政管理課 

令和５年度 





 

は  じ  め  に 
 

 

 

公共性と企業性を併せ持つ第三セクターは、行政を補完するとともに、

地域住民の暮らしを支える重要な役割を担う一方で、その経営状況は地

方公共団体の財政に大きな影響を及ぼす場合があります。 

過去には、第三セクターの経営悪化等により地方公共団体の財政が破

綻した事例があり、地方公共団体とかかわりの深い第三セクターの経営

状況等については、より積極的で分かりやすい情報提供が求められてい

ます。 

神奈川県では、県主導第三セクター（神奈川県の行政と密接な関係を

有し、県が主体的に指導する必要がある第三セクター）を中心に県のホー

ムページ等で従来から情報提供に努めてきました。 

平成19年度からは、「神奈川県 第三セクター白書」を作成し、県主導

第三セクター全体の経営状況等を取りまとめ、公表しています。 

今後とも情報提供に努めてまいりますので、法人ごとの経営状況等と併

せ、引き続き御活用ください。 
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　神奈川県では、第三セクターを次のように定義・分類しています。

1 第三セクターとは

第三セクター
県が資本金又は基本財産の出資等を行っている法人

県主導第三セクター
県の出資等比率が２５％以上で、かつ、県の出資等

比率が最も大きい法人や、県行政と密接な関係を有

する法人など、県が主体的に指導する必要があるも

のとして県が認める法人

その他の第三セクター
県主導第三セクター以外の第三セクター

自立した第三セクター
第三セクターのうち、県から財政的・人的支

援等を受けることなく事業を展開することが

可能な状態であるなど県から自立したとして、

県が認める法人

※県主導第三セクターを出資等比率だけで決めない理由
○ 県が行政施策をより効果的・効率的に推進するため、県が主体的に設立を進めた法人に

ついては、 設立後も県として責任を持って支援・指導を行う必要があることから、出資等比率

にかかわらず県主導第三セクターとして位置づけています。

○ また、法人が統合した場合、県の出資等比率が低下することもありますが、統合後の法人

の状況を踏まえ、県主導第三セクターとして位置づけている場合があります。

自
立
化
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４

４

２25％未満

48.18%

40.80%

37.04%

24.42%

17.16%

50.00%

（公財）神奈川文学振興会

（株）湘南国際村協会

（公財）かながわ国際交流財団

（公財）かながわ健康財団

（福）神奈川県総合リハビリテーション事業団

100％未満
50％以上

50％未満
25％以上

（公財）かながわ海岸美化財団

（公財）神奈川芸術文化財団

（公財）地球環境戦略研究機関

（公財）神奈川産業振興センター

神奈川県道路公社

（公財）かながわトラストみどり財団 90.36%

37.96%

50.00%

78.24%

法人名

（公社）神奈川県農業会議

（公財）神奈川県下水道公社

（公財）神奈川県暴力追放推進センター

１　県主導第三セクター（14法人）

出資等比率区分 法人数

４

県出資等
比率

100.00%

100.00%

100.00%

100.00%

100％

２ 神奈川県の第三セクターの一覧
（令和５年７月１日現在）
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100.00%
100.00%
100.00%

(H22) 70.16%
(H18) 64.00%
(R3) 50.00%
(H18) 49.75%

45.00%
(H20) 42.47%

39.87%
(H17) 33.33%

32.89%
30.99%

(H19) 25.00%
25.00%

(H20) 25.00%
25.00%
20.00%
20.00%

(H20) 20.00%
16.67%
15.00%
14.53%
14.08%
11.90%

(H18) 11.53%
11.14%
10.78%
10.61%
10.01%
10.00%
9.50%
9.11%
8.87%
8.28%
8.21%
7.14%
6.93%
6.50%
6.16%
5.53%
5.00%
5.00%
4.33%
4.05%
3.70%
2.98%
2.97%

50％未満
25％以上

11

68
※次頁分を

含む

（一財）救急振興財団

２　その他の第三セクター（85法人）
※太斜字の法人は自立した第三セクターで、
 （　　）内は自立化した年度を示す。

（一財）自然公園財団

100％ ３

100％未満
50％以上

３

（公財）神奈川県スポーツ協会
横浜エフエム放送（株）
東京湾横断道路（株）
（公財）地震予知総合研究振興会

（公財）河川財団
（一財）都市農地活用支援センター

神奈川県農業信用基金協会
（公財）全日本科学技術協会
（公財）宇宙科学振興会
（一財）ダム技術センター
（公財）木原記念横浜生命科学振興財団

首都高速道路（株）

かわさきファズ（株）
（株）横浜国際平和会議場
（株）ケイエスピー

神奈川県信用保証協会
（株）神奈川食肉センター

（公財）横浜市国際交流協会
（株）横須賀テレコムリサーチパーク
横浜シティ・エア・ターミナル（株）
（株）テレビ神奈川
（株）横浜港国際流通センター
横浜高速鉄道（株）

神奈川臨海鉄道（株）

（公財）宮ヶ瀬ダム周辺振興財団
（一社）神奈川県畜産会
（一財）神奈川県厚生福利振興会
（株）三浦海業公社
（一財）神奈川県教育福祉振興会 
（一社）神奈川県果実協会
（株）産業貿易センター
川崎アゼリア（株）
（一財）かながわ水・エネルギーサービス
横浜新都市センター（株）
（公財）横浜観光コンベンション・ビューロー

25％未満

県出資等
比率

法人数

（地独）神奈川県立病院機構

出資等
比率区分

法人名

三崎マリン（株）

（大）神奈川県立保健福祉大学
（地独）神奈川県立産業技術総合研究所
（公財）神奈川県栽培漁業協会
（公財）神奈川県都市整備技術センター
神奈川県住宅供給公社
（職）神奈川能力開発センター
（公財）横浜市寿町健康福祉交流協会
（株）湘南なぎさパーク
（公財）神奈川県生活衛生営業指導センター
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2.94%
2.86%
2.80%
2.51%
2.24%
2.13%
2.07%
1.95%
1.92%
1.82%
1.72%
1.61%
1.56%
1.49%
1.49%
1.49%
1.40%
1.10%
0.95%
0.92%
0.88%
0.88%
0.77%
0.71%
0.68%

(H17) 0.53%
0.46%
0.30%
0.18%
0.18%
0.17%
0.16%
0.12%
0.04%
0.02%
0.01%
0.01%

（一財）建設業情報管理センター

25％未満
68

※前頁分を
含む

（一財）消防試験研究センター
（独）農林漁業信用基金
（独）都市再生機構
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

（一財）高齢者住宅財団
（公財）リバーフロント研究所
（公財）海と渚環境美化・油濁対策機構

（公財）都道府県センター
（公財）産業廃棄物処理事業振興財団
全国遠洋沖合漁業信用基金協会
日本下水道事業団
（独）日本高速道路保有・債務返済機構
東京中小企業投資育成（株）

（一社）家畜改良事業団
（公社）日本食肉格付協会

（一財）砂防フロンティア整備推進機構
（一財）伝統的工芸品産業振興協会
（一財）不動産適正取引推進機構
（一社）日本草地畜産種子協会
（公財）神奈川県公園協会
（一社）日本家畜商協会
（一財）建築コスト管理システム研究所
（一財）地域活性化センター
（一社）日本養鶏協会

（公財）区画整理促進機構

（学）自治医科大学
地方公共団体金融機構
地方公共団体情報システム機構

（一財）シルクセンター国際貿易観光会館

（一財）河川情報センター
（株）建設資源広域利用センター

（株）日本宝くじシステム
（一財）地域総合整備財団
全国漁業信用基金協会

（一財）地方公務員安全衛生推進協会

（一財）地域社会ライフプラン協会
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神奈川県の県主導第三セクター

全国の第三セクター等

※　業務分野の分類は、総務省「第三セクター等の状況に関する調査結果」と同じです。
※　割合（％）は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計値は必ずしも100％にはなりません。
※　上記「全国の第三セクター等」の数には、地方独立行政法人（160法人）を含んでいません。

３ 県主導第三セクターの業務分野

令和５年７月１日

現在

（14法人）

令和５年３月31日

現在

（7,027法人）

社会福祉

・保健医療
２法人（14.3％）

生活衛生
２法人（14.3％）

教育・文化
２法人（14.3％）

公害・自然

環境保全
２法人（14.3％）

国際交流
２法人（14.3％）

農林水産
１法人（７.1％）

商工
１法人（７.1％）

運輸・道路
１法人（７.1％）

その他
１法人

（７.1％）

農林水産
1,142法人（16.3％）

地域

・都市開発
1,057法人

（15.0％）

観光・レジャー

1,027法人

（14.6％）教育・文化
982法人（14.0％）

商工
613法人

（8.7％）

運輸・道路
433法人（6.2％）

社会福祉・保健医療
349法人（5.0％）

生活衛生 233法人（3.3％）

住宅・都市サービス
110法人（1.6％）

国際交流 102法人（1.5％）

情報処理 78法人（1.1％）

公害・自然環境保全 67法人（1.0％）

その他
834法人（11.9％）
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（参考）全国の第三セクター等の数

※　出典：総務省「第三セクター等の状況に関する調査結果」
※　各年の３月31日時点の第三セクター等の数を示しています。
※　平成30年度以降、「第三セクター等」の数に地方独立行政法人を含まなくなりましたが、上のグラ
 フでは地方独立行政法人を含めています。

神奈川県の第三セクター数の推移
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年　度 状　況
昭和23 設立
昭和40 設立
昭和41 設立
昭和43 設立
昭和44 設立

昭和46 設立
昭和47 設立
昭和48 設立
昭和49 設立

昭和51 設立
昭和52 設立
昭和55 設立
昭和56 設立
昭和57 設立
昭和58 設立

平成３ 設立

解散
設立

平成５ 設立
（財）神奈川芸術文化財団
（財）国際生態学センター
（財）かながわ考古学財団

県主導第三セクター数のピーク
（45法人）

（財）かながわ海岸美化財団
（財）かながわ学術研究交流財団

平成４ 設立
（財）神奈川県暴力追放推進センター
（財）かながわともしび財団

（財）神奈川県自然公園協会

平成２ 設立

（財）かながわ健康財団
（財）かながわ森林財団
（株）ケイネット
（株）湘南なぎさパーク
（財）神奈川県ふれあい教育振興協会

昭和61 設立

平成元 設立

（財）神奈川県対がん協会
（財）神奈川県企業庁サービス協会
（財）神奈川県栽培漁業協会
（株）ケイエスピー
（財）神奈川県厚生福利振興会　
（財）神奈川科学技術アカデミー
（株）湘南国際村協会
（財）神奈川県腎バンク
（財）神奈川高度技術支援財団
（財）神奈川県都市整備技術センター

対　象　法　人 備　考
神奈川県観光（株）
（財）神奈川県弘済会
神奈川県住宅供給公社
（社）神奈川県造林公社
（社）神奈川県農業公社

昭和45 設立
（福）神奈川県社会福祉事業団
（財）神奈川県フイッシングパーク
神奈川県道路公社
（福）神奈川県総合リハビリテーション事業団
神奈川県土地開発公社
（財）神奈川県公園協会

昭和50 設立
（財）神奈川県中小企業支援財団
（財）横浜産貿ホール

平成６

（財）神奈川県教育福祉振興会

統合
（財）神奈川県アイバンク　 統合後法人名

（財）神奈川県腎・アイバンク（財）神奈川県腎バンク

（財）神奈川県国際交流協会
三崎マリン（株）
（財）神奈川県下水道公社
（財）神奈川県アイバンク
（財）神奈川文学振興会

昭和60 設立

（財）みどりのまち・かながわ県民会議
（財）あしがら勤労者いこいの村
（職）神奈川能力開発センター

統合
（財）神奈川県公園協会 統合後法人名

（財）神奈川県公園協会（財）神奈川県自然公園協会

統合
（財）みどりのまち・かながわ県民会議 統合後法人名

（財）かながわトラストみどり財団（社）神奈川県緑化推進委員会

統合
（財）神奈川県厚生福利振興会 統合後法人名

（財）神奈川県厚生福利振興会（財）神奈川県弘済会

平成８
統合

（財）かながわ健康財団 統合後法人名
（財）かながわ健康財団（財）神奈川県対がん協会

統合
（社）神奈川県森林公社 統合後法人名

（社）かながわ森林づくり公社（財）かながわ森林財団

平成９

（財）神奈川県フイッシングパーク
（財）地球環境戦略研究機関設立準備機構

統合
（財）神奈川中小企業センター 統合後法人名

（財）神奈川中小企業センター（財）神奈川県中小企業支援財団

県主導第三セクターの

設立・自立化・統合等の状況
５
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解散

解散

自立化

自立化

令和３ 自立化

※　法人名は、その当時の法人名です。

（社）神奈川県産業貿易振興協会
※県主導第三セクター以外の法人

統合後法人名
（財）神奈川産業振興センター

平成18

統合

自立化

（財）神奈川県国際交流協会

統合
（財）地球環境戦略研究機関
（財）国際生態学センター

統合後法人名
（財）かながわ国際交流財団

統合後法人名
（財）地球環境戦略研究機関

（株）ケイエスピー

（財）神奈川中小企業センター

平成20

平成17 自立化
三崎マリン(株)
（財）あしがら勤労者いこいの村
（財）神奈川県公園協会
神奈川県土地開発公社

（職）神奈川能力開発センター

（財）かながわ学術研究交流財団

（財）神奈川県都市整備技術センター

（財）神奈川県ふれあい教育振興協会
（財）神奈川県栽培漁業協会

自立化
（財）神奈川県教育福祉振興会

（株）湘南なぎさパーク
（財）神奈川県企業庁サービス協会

三セク以外の
法人に移行

（福）神奈川県社会福祉事業団

平成10 統合
（財）横浜産業振興公社
※県第三セクターではない法人

統合後は、県第三セクター以外の法人に移
行。

（財）横浜産貿ホール

平成12
（株）ケイネット

三セク以外の
法人に移行

神奈川県観光（株）
株式売却により、県第三セクター以外の法人
に移行。

平成13

自立化
（財）かながわ健康財団 統合後法人名

（財）かながわ健康財団（財）神奈川県腎・アイバンク

（財）かながわともしび財団
統合

（福）神奈川県社会福祉協議会
※県第三セクターではない法人

統合後は、県第三セクター以外の法人に移
行。

平成16 統合
（財）神奈川科学技術アカデミー 統合後法人名

（財）神奈川科学技術アカデミー（財）神奈川高度技術支援財団

令和４ 統合
（公社）神奈川県農業公社

統合後法人名
（公社）神奈川県農業会議

（一社）神奈川県農業会議
※県主導第三セクター以外の法人

 （財）神奈川県厚生福利振興会

統合
平成19

神奈川県住宅供給公社

三セク以外の
法人に移行

（財）かながわ考古学財団

平成28 統合
（公財）神奈川科学技術アカデミー
神奈川県産業技術センター

統合後法人名
（地独）神奈川県立産業技術総合研究所

※県主導第三セクターから外れた

平成22

解散
（社）かながわ森林づくり公社
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※ 破線で囲んだ法人は県主導第三セクター以外の法人です。

（財）神奈川産業振興
センター

（公財）神奈川産業
振興センター

（財）神奈川中小企業
センター

（社）神奈川県
農業公社

（公社）神奈川県
農業公社

神奈川県道路公社 神奈川県道路公社

（福）神奈川県総合
リハビリテーション

事業団

（福）神奈川県総合
リハビリテーション

事業団

（財）神奈川県
中小企業支援財団

（財）神奈川県
国際交流協会

（社）神奈川県
農業会議

（公社）神奈川県
農業会議

（財）神奈川中小企業
センター

（社）神奈川県産業
貿易振興協会

（財）かながわ学術
研究交流財団

（財）かながわ国際
交流財団

（公財）かながわ国際
交流財団

（財）神奈川県
下水道公社

（公財）神奈川県
下水道公社

６ 県主導第三セクターの系譜

S44

設立

S50

設立

H9

統合

H18

統合

S51

設立

H4

設立

H19

統合

H25

公益法人化

H23

公益法人化

H24

公益法人化

H23

公益法人化

S46

設立

S47

設立

S55

設立

R4

統合
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（財）神奈川
文学振興会

（公財）神奈川
文学振興会

（公財）かながわ
健康財団

（財）神奈川県
アイバンク

（財）神奈川県
腎バンク

（財）神奈川県
腎・アイバンク

（財）神奈川県
対がん協会

（財）かながわ
健康財団

（財）みどりのまち･
かながわ県民会議

（社）神奈川県
緑化推進委員会

（財）かながわ
トラストみどり財団

（公財）かながわ
トラストみどり財団

（株）湘南国際村協会 （株）湘南国際村協会

（財）神奈川県
フィッシングパーク

（財）横浜産貿ホール

（公財）神奈川
芸術文化財団

（財）国際生態学
センター

（財）地球環境戦略研
究機関設立準備機構

（財）地球環境戦略
研究機関

（公財）地球環境戦略
研究機関

（財）かながわ
海岸美化財団

（公財）かながわ
海岸美化財団

（財）神奈川県暴力
追放推進センター

（公財）神奈川県暴力
追放推進センター

（財）神奈川
芸術文化財団

S60

設立

H6

統合

H24

公益法人化

H23

公益法人化

H23

公益法人化

H22

公益法人化

H9

設立、名称変更

H18

統合

H24

公益法人化

H5

設立

H1

設立

H3

設立

H4

設立

H5

設立

S57

設立

H6

統合

H8

統合
H13

統合

S56

設立

H1

設立

S60

設立

H22

公益法人化

H2

設立

S45

設立

H9

解散

S50

設立

H10

県主導第三セクター

以外の法人と統合

H23

公益法人化
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神奈川県観光（株）

（財）かながわ
ともしび財団

（株）ケイネット

神奈川県
土地開発公社

（職）神奈川能力開発
センター

（財）神奈川県
公園協会

（財）神奈川県
自然公園協会

（財）あしがら勤労者
いこいの村

三崎マリン（株）

（財）神奈川県
教育福祉振興会

（株）ケイエスピー

（財）神奈川県都市
整備技術センター

（財）神奈川県
弘済会

（財）神奈川県
厚生福利振興会

（福）神奈川県
社会福祉事業団

H18

自立化

S61

設立

H18

自立化

H1

設立

S40

設立

H19

自立化

H1

設立

H6

統合

S45

設立

H20

第三セクター以外の

法人に移行

S58

設立
H20

自立化

H18

解散
S48

設立

H18

自立化
S60

設立

H6

統合

S49

設立

H17

自立化

H2

設立

H17

自立化

H17

自立化

S52

設立

S60

設立

H13

県主導第三セクター

以外の法人と統合

H4

設立

H12

解散
H2

設立

S23

設立

H12

第三セクター以外の

法人に移行
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（財）神奈川県企業庁
サービス協会

（株）湘南なぎさ
パーク

※１　昭和59年度に（社）神奈川県造林公社（昭和43年度設立）から（社）神奈川県森林公社に改称。

※２　統合後の法人名は、（地独）神奈川県立産業技術総合研究所です。

　年度当初に法人が統合する場合には、統合する２法人のうち１法人がその前年度末に解散していること
から、統合した年度の前年度の取組として記載しています。
　また、年度当初に自立した第三セクターに移行する場合も、その前年度末までに自立化の要件を満たし
ていることから、自立した第三セクターに移行した年度の前年度の取組として記載しています。

（財）神奈川科学
技術アカデミー

（財）かながわ
考古学財団

（社）かながわ
森林づくり公社

（財）かながわ
森林財団

神奈川県
住宅供給公社

（財）神奈川県
栽培漁業協会

（財）神奈川県ふれあ
い教育振興協会

（社）神奈川県
森林公社

（財）神奈川高度技術
支援財団

S41

設立
R3

自立化

H1

設立

H1

設立

H16

統合
H25

公益法人化

H28

県産業技術センターと統合し、

県主導第三セクター以外の

法人に移行※２

H5

設立

H22

第三セクター以外の

法人に移行

H2

設立

H22

解散

S61

設立

H22

自立化

H2

設立

S59

改称（※１）

H22

解散

H8

統合

H2

設立
H20

自立化

S60

設立

H20

自立化
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１　背景

２　県主導第三セクターの検証

（2） 自立度（県からの支援に頼らず法人運営が行われている）

３　今後のあり方の基本分類
自立度

必要性

法人への県からの支援等の状況を踏まえ総合的に判断します。

　法人の主な事業について、次の３つの条件の充足状況を踏まえ判断します。
① 公益性が高い。
② 県行政との密接関連性が高い。
③ 民間代替性が低い（法等の規制、市場の形成状況、ＮＰＯ等の活動状況等を勘案し判定）。

県主導第三セクターの今後のあり方の検討（平成17年11月）

全ての県主導第三セクターを、①必要性、②自立度の２つの視点から検証し、その結果を踏
まえた基本的な分類に基づき、今後のあり方について検討を行う。

スリムで効率的な行政運営を目指す中、これまで県や第三セクターが担ってきた業務についても、
「民間にできることは民間に」という視点で、改めてその扱いをどうすべきか検証が必要となっていま
す。また、公益法人制度改革や指定管理者制度の導入など、県や第三セクターを取り巻く状況は大き
く変化しています。

こうした社会情勢の変化を踏まえ、改めて今後の法人のあり方について検討を行う必要がありま
す。

（1） 必要性（県施策を推進する上で第三セクターの役割が必要で、かつ民間法人等での代
替は困難）

【基本的考え方】　～ 民間にできることは民間に ～

（低い） （高い）

（高い）

（低い）

法人運営の効率化 法人の自立化（県支援の廃止）

法人の廃止 民営化・第三セクター以外の法人

７ 県主導第三セクターの

今後のあり方について
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県主導第三セクターの今後のあり方等（令和５年度） 

 

【法人の自立化・１法人】 

法人の自立化に向けて、見直しの行程表を策定し、取組の着実な推進を図っています。 

法  人  名 今  後  の  あ  り  方 

（株）湘南国際村協会 
早期の自立化に向けて、更なる経営改善に取り組み
ます。 

 

【法人運営の効率化・13法人】 

引き続き県主導第三セクターとして更なる経営改善に取り組んでいます。 

法  人  名 取  組  の  内  容 

（公財）かながわ国際交流財団 

経営改善目標を策定し、その目標の達成に向けて取

組を進めています。 

（公財）神奈川文学振興会 

（公財）神奈川芸術文化財団 

（公財）地球環境戦略研究機関 

（公財）かながわ海岸美化財団 

（公財）かながわトラストみどり財団 

（公社）神奈川県農業会議 

（福）神奈川県総合リハビリテーション事業団 

（公財）かながわ健康財団 

（公財）神奈川産業振興センター 

神奈川県道路公社 

（公財）神奈川県下水道公社 

（公財）神奈川県暴力追放推進センター 
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（令和５年７月１日現在）

県
職
員

県
O
B

そ
の
他

県
O
B

そ
の
他

県
職
員

県
O
B

そ
の
他

県
O
B

そ
の
他

(株)湘南国際村協会 25 3 0 2 1 12 0 12 10 0 0 10 0 0 0

(公財)かながわ国際交流財団 33 1 0 1 0 11 1 10 21 0 0 21 0 0 0

(公財)神奈川文学振興会 45 0 0 0 0 12 1 11 24 0 0 24 9 0 9

(公財)神奈川芸術文化財団 72 4 0 2 2 7 2 5 60 0 4 56 1 1 0

(公財)地球環境戦略研究機関 198 2 0 0 2 6 0 6 188 0 0 188 2 0 2

(公財)かながわ海岸美化財団 19 1 0 1 0 9 0 9 8 0 1 7 1 0 1

(公財)かながわトラストみどり財団 28 1 0 1 0 17 5 12 9 0 1 8 1 0 1

(公社)神奈川県農業会議 37 0 0 0 0 18 2 16 10 0 0 10 9 3 6

(福)神奈川県総合リハビリテーション
事業団

767 4 0 2 2 4 0 4 675 0 0 675 84 0 84

(公財)かながわ健康財団 32 1 0 1 0 17 1 16 13 0 2 11 1 1 0

(公財)神奈川産業振興センター 69 3 0 3 0 6 1 5 47 1 0 46 13 2 11

神奈川県道路公社 31 3 0 3 0 2 0 2 26 0 5 21 0 0 0

(公財)神奈川県下水道公社 86 3 0 2 1 8 0 8 69 0 1 68 6 0 6

(公財)神奈川県暴力追放推進センター 13 0 0 0 0 9 0 9 4 0 3 1 0 0 0

合　　　　　計 1,455 26 0 18 8 138 13 125 1,164 1 17 1,146 127 7 120

１法人当たりの平均役職員数 103.9 1.9 0.0 1.3 0.6 9.9 0.9 8.9 83.1 0.1 1.2 81.9 9.1 0.5 8.6

※　(公財)地球環境戦略研究機関は令和５年10月１日現在の数値です。

※　「県職員」は法人に派遣している神奈川県職員を示し、「県OB」は神奈川県退職者を示しています。

※　労働者派遣法に基づく派遣労働者やアルバイト等は職員数に算入していません。

法　　人　　名
合
計

役　員　数 職　員　数

常　勤 非　常　勤 常　勤 非　常　勤

８ 県主導第三セクターの役職員数
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※　神奈川県の県主導第三セクター14法人の一人当たりの年間給与等の平均値を
　示しています。

（令和４年度決算）

常勤役員 平均746万円

常勤職員 平均593万円（平均年齢45.0歳）

※　なお、県主導第三セクターの役員に就いた神奈川県の退職者は、法人を退職
　する際に退職金は支給されていません。

（参考）県主導第三セクターの常勤役員の年間報酬の状況(法人別)

金額
０～

400万円
400～

600万円
600～

800万円
800～

1000万円
1000万円

以上

※　県主導第三セクター14法人のうち、有給の常勤役員がいる11法人について、
　年間役員報酬額の平均の状況を法人ごとに示しています。

〇ピーク時の平成７年度から△203人（△99.5％）となっています。

※　県主導第三セクターに対する神奈川県の人的支援（各年度当初の神奈川県職員の派遣人数）の状況
　を示しています。

法人数 0 4 5 1 1

県主導第三セクターの

常勤役職員の給与等
９

10 人的支援（神奈川県職員の派遣）の推移

204

173

118 122

44
32 28 20 13 8 5 3 1 2 10

50

100

150

200

250
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※　千円未満は切り捨てて計算しています。

（単位　千円）

法人名
当期正味財産増減額（当期損益）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

（株）湘南国際村協会 52,862 58,075 160,542

（公財）かながわ国際交流財団 -111,185 -180,061 -285,613

（公財）神奈川文学振興会 31 726 947

（公財）神奈川芸術文化財団 -124,973 159,439 -130,633

（公財）地球環境戦略研究機関 72,041 145,324 -105,971

（公財）かながわ海岸美化財団 8,801 10,298 708

（公財）かながわトラストみ
どり財団

9,357 45,977 6,142

（公社）神奈川県農業会議 849 2,105 -2,871

（福）神奈川県総合リハビリ
テーション事業団

187,808 -33,014 1,881

（公財）かながわ健康財団 -5,149 -22,009 -46,761

（公財）神奈川産業振興セン
ター

-75,467 -92,431 -41,255

神奈川県道路公社（*１） 171,060 -6,753,427 161,029

（公財）神奈川県下水道公社 3,060 456 285

（公財）神奈川県暴力追放推
進センター

6,026 2,523 -1,495

合計 195,121 -6,656,019 -283,065

黒字の法人数 10 9 7

法人名
※損失補償を行っている法人

当期正味財産増減額（当期損益）
令和２年度 令和３年度 令和４年度

赤字の法人数 4 5 7
（単位　千円）

*２　社会福祉法人会計基準では正味財産増減計算書の作成が規定されていないため、法人の貸借対照表
　から算定した試算数字を記載しています。

（一財）神奈川県厚生福利振
興会

620 6,561 -46,547

（福）神奈川県社会福祉協議
会(*２)

-70,264 -1,165,769 -103,396

合計 -69,644 -1,159,208 -149,943

*１　令和３年度をもって本町山中有料道路が県に移管されたことに伴い、令和３年度決算には当該道路
　価額の除却損が計上されています。

11 県主導第三セクター等の法人別の

経営状況（過去３年決算）
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※　「１法人当たりの平均」を除き、千円未満は切り捨てて計算しています。

（公財）かながわ健康財団

4,094,108

606,269

5,470,945 1,500,439（公財）地球環境戦略研究機関

（公財）かながわ海岸美化財団

（公財）かながわトラストみ
どり財団

（公社）神奈川県農業会議

（福）神奈川県総合リハビリ
テーション事業団

1,986,844 120,936

239,296

1,766,391

56,865

454,089

法人名

（株）湘南国際村協会

（公財）かながわ国際交流財団

（公財）神奈川文学振興会

（公財）神奈川芸術文化財団

（公財）神奈川産業振興セン
ター

523,879 2,062

神奈川県道路公社

（公財）神奈川県下水道公社

（公財）神奈川県暴力追放推
進センター

2,276,216

6,067,685 4,780,122

104,190

55,800

1,287,562

27,000

135,106

（単位　千円）

資産 負債
正味財産等

529,389

うち基本財産等

281,946

1,404,651 514,465

1,865,907

1,789,278

572,430 43,040
332,000

110,000

1,160,121

※　「正味財産等」は正味財産又は純資産を、「基本財産等」は基本財産（基本金）又は資本金を示し
　ます。

23,961,510 8,237,044

1,928,990 1,785,168

合計 56,132,724 20,398,932

10,781,000

143,822

110,000

521,816

500,000

１法人当たりの平均 4,009,480 1,457,067

35,733,785

16,706,518

2,552,413

1,193,323

874,107 59,254

6,787,799

814,853

681,800

4,511,583

300,000

15,724,465

600,000

3,970,506

250,000

890,186

494,000

4,037,242

675,640

172,143

12 県主導第三セクターの法人別の

資産・負債の状況（令和４年度決算）
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１　県主導第三セクター

２　その他の第三セクター・第三セクター以外の法人

（単位　千円）

法人名 事項 当該年度以降の支出予定額

（公社）神奈川県農業会議の資
金借入れに伴う金融機関に対す
る損失補償

618,130

（公社）神奈川県農業会議
(＊１）

法人名 事項 当該年度以降の支出予定額

（一財）神奈川県厚生福利振興会
（一財）神奈川県厚生福利振興
会の資金借入れに伴う金融機関
に対する損失補償

861,934

（単位　千円）

（公社）全国農地保有合理化協
会が（公社）神奈川県農業会議
に貸し付けた農地集積・集約化
対策資金貸付金損失補償

23,660

（公財）神奈川産業振興センター
(＊２）

（公財）神奈川産業振興センター
設備貸与事業費損失補償

456,614

計　２法人 1,106,354

（公社）全国農地保有合理化協
会が（公社）神奈川県農業会議
に貸し付けた担い手資金貸付金
損失補償

7,950

＊２　（公財）神奈川産業振興センターが実施する小規模企業者等設備貸与事業等に伴う同法人に対す
　　る損失補償であり、金融機関からの借入れに関するものではありません。

（福）神奈川県社会福祉協議会
社会福祉法人神奈川県社会福
祉協議会の資金借入れに伴う金
融機関に対する損失補償

2,824,869

計　２法人 3,686,803

総合計　４法人 4,793,157

＊１　（公社）神奈川県農業公社は（一社）神奈川県農業会議と統合し、令和５年４月より（公社）神
　　奈川県農業会議に法人名を変更しました。

※　県が損失補償・債務保証を行っており、令和５年度以降の支出予定額があるすべての法人（第三セ
　クター及び第三セクター以外の法人）について記載しています。

13 令和５年度当初予算における

損失補償の状況
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H5 H9 H12 H15 H18 H21 H22

補助金 8,642 8,856 9,074 10,202 6,036 5,811 4,856
貸付金 15,888 8,539 2,402 1,500 1,763 1,713 930
負担金 351 323 242 223 213 140 120

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

補助金 4,694 4,219 3,816 3,898 3,388 3,261 2,137
貸付金 1,030 1,030 1,000 1,120 1,000 1,000 1,000
負担金 118 116 111 182 125 142 139

H30 R元 R2 R3 R4

補助金 1,940 1,678 2,350 2,242 1,674
貸付金 744 343 253 256 397
負担金 146 154 146 236 154

 ※　県主導第三セクターに対する神奈川県の財政的支援（補助金、貸付金、負担金）の状況を示してい
 　ます。

 ※　平成29年度以前は当初予算に計上した額を示し、平成30年度以降は決算額を示しています。

 ※　百万円未満を切り捨てています。端数処理の関係で合計値が一致しない場合があります。

4,403 3,276

年度
財政的支援
(決算額)

2,830 2,175 2,750 2,734 2,226

年度
財政的支援
(当初予算)

5,842 5,365 4,927 5,200 4,513

〇　ピーク時の平成５年度から△227億円(△91.2％)となっています。 （単位：億円）

（単位：百万円）
年度

財政的支援
(当初予算)

24,881 17,718 11,718 11,925 8,012 7,664 5,906

14 財政的支援（補助金、貸付金、負担金）

の推移

249

177

117 119

80 77
54 45

28 27 22

0

50

100

150

200

250

300

H5 H9 H12 H15 H18 H21 H24 H27 H30 R3 R4
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電話番号

　40.80％ 所管課

電話番号

　24.42％ 所管課

電話番号

　48.18％ 所管課

電話番号

　100.00％ 所管課

基本財産等

県出資等比率

　〒240-0198　三浦郡葉山町上山口1560-39 　046-855-1811

代表者 　理事長（非常勤）　村上　博【通称：辻原　登】

所在地

〇　公益財団法人神奈川文学振興会
設立年月日

設立目的
　神奈川県にゆかりのある近代文学及び児童文学に関する各種資料を収集、保
存、展示し、文学関係者及び神奈川県民の利用に供することにより、文学の振
興と文化の発展に寄与することを目的として設立。

所在地

基本財産等

県出資等比率

　〒240-0198　三浦郡葉山町上山口1560-39 　046-855-1820

　675,640千円（うち県出資等165,000千円）

　国際文化観光局国際課 企画グループ

〇　公益財団法人かながわ国際交流財団
設立年月日

設立目的

　世界に開かれた神奈川、世界と結ぶ神奈川を目ざして、人と人、地域と地域
の国際交流及び国際協力の積極的な推進、多文化共生社会の実現、国際的な人
材の育成並びに学術・文化交流を通じ地域文化の向上を図り、もって県民の福
祉の向上と世界の平和と発展に寄与することを目的として設立。

代表者 　理事長（非常勤）　志藤　昭彦

　昭和52年２月15日

〇　株式会社湘南国際村協会

　緑陰滞在型の国際交流拠点「湘南国際村」の中核施設である湘南国際村セン
ターの運営を行うとともに、村全体の管理、運営等を行うことを目的として設
立。

　代表取締役社長　出口　満美
　（※県退職時の役職：労働委員会事務局長）

設立年月日

設立目的

代表者

所在地

基本財産等

県出資等比率

　494,000千円（うち県出資等201,552千円）

　平成元年10月17日

　政策局自治振興部地域政策課 調整グループ

　110,000千円（うち県出資等53,000千円）

  国際文化観光局文化課 文化事業グループ

　〒231-0862　横浜市中区山手町110 　045-622-6666

　昭和57年４月１日

〇　公益財団法人神奈川芸術文化財団
設立年月日 　平成５年10月25日

設立目的

　音楽、演劇、舞踊、美術などを中心に、芸術文化の創造と振興に係る事業を
行うことにより、県民に質の高い芸術文化に親しむ機会を提供して、心豊かな
生活環境を支えるとともに、芸術文化の発信と交流を図り、もって神奈川の文
化の創造と発展に寄与する。

基本財産等 　600,000 千円（うち県出資等600,000千円）

県出資等比率 　国際文化観光局文化課 文化企画グループ

代表者 　理事長（非常勤） 玉村 和己

所在地 　〒231-0023　横浜市中区山下町３-１ 　045-663-3711

15 県主導第三セクターの法人別概要
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電話番号

　100.00％ 所管課

電話番号

　78.24％ 所管課

電話番号

　90.36％ 所管課

電話番号

　37.96% 所管課

電話番号

　37.04％ 所管課

県出資等比率 　環境農政局環境部環境課 環境計画グループ

〇　公益財団法人地球環境戦略研究機関
設立年月日 　平成９年４月21日（平成10年３月31日改組）

設立目的

　新たな地球文明の基本的枠組みの構築をめざして、持続可能な開発のための
革新的な政策手法の開発及び環境対策の戦略づくりのための政策的・実践的研
究を行い、その成果を様々な主体の政策決定に具現化し、地球規模、特にアジ
ア・太平洋地域の持続可能な開発の実現を図ることを目的として設立。

代表者 　理事長 武内 和彦

所在地 〒240-0115　三浦郡葉山町上山口 2108-11 　046-855-3700

基本財産等 　50,000千円（うち県出資等50,000千円）

県出資等比率 　環境農政局環境部資源循環推進課 適正処理グループ

〇　公益財団法人かながわ海岸美化財団
設立年月日 　平成３年４月１日

設立目的
　海岸の清掃、海岸美化に関する啓発、美化団体の支援及び海岸美化に関する
調査・研究等を行うことにより、相模湾を中心とする海岸の美化を図り、もっ
て海岸の自然環境の保全と利用環境の創造に寄与することを目的として設立。

代表者
　代表理事 松浦 治美
　（※県退職時の役職：エネルギー担当局長）

所在地 　〒253-0033　茅ヶ崎市汐見台１-７ 　0467-87-5379

基本財産等 　1,789,278 千円（うち県出資等1,400,000千円）

県出資等比率 　環境農政局緑政部自然環境保全課 調整グループ

〇　公益財団法人かながわトラストみどり財団
設立年月日 　昭和60年６月１日

設立目的
　かながわのナショナル・トラスト運動及び県土緑化運動を実施することによ
り自然環境、歴史的環境の保全及び緑化の推進を図り、もってみどり豊かなか
ながわの創造に寄与することを目的として設立。

代表者 　理事長（非常勤） 川本 守彦

所在地 　〒220-0073　横浜市西区岡野２-12-20 　045-412-2525

基本財産等 　332,000千円（うち県出資等300,000千円）

県出資等比率 　環境農政局農水産部農地課 農地活用グループ

〇　公益社団法人神奈川県農業会議
設立年月日 　昭和44年６月１日

設立目的

　農用地利用の効率化、高度化及び最適化を促進し、農業の生産性の向上並び
に経営の安定化や合理化を図るとともに、農業委員会活動の効率的かつ効果的
な実施を図り、神奈川県における都市農業の持続的な発展に寄与することを目
的として設立。

代表者 　会長（非常勤） 持田 文男

所在地 　〒231-0023　横浜市中区山下町２ 045-201-0895

基本財産等 　73,490千円（うち県出資等27,900千円）

県出資等比率 　健康医療局県立病院課 調整グループ

〇　社会福祉法人神奈川県総合リハビリテーション事業団
設立年月日 　昭和48年２月２日

設立目的

　県が設置する社会福祉施設や病院の管理運営を適切かつ能率的に行い、多様
な福祉・医療サービス等がその利用者の意向を尊重して、総合的に提供される
よう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身とも
に健やかに育成され、又はその有する能力に応じ、自立した日常生活を地域社
会において営むことができるよう支援する。

代表者
　理事長 霜尾　克彦
　（※県退職時の役職：議会局副局長）

所在地 　〒243-0121　厚木市七沢516 　046-249-2111

基本財産等 　27,000千円（うち県出資等10,000千円）
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電話番号

　17.16％ 所管課

電話番号

　100.00％ 所管課

電話番号

　100.00％ 所管課

電話番号

　50.00％ 所管課

電話番号

　50.00％ 所管課

県出資等比率 　健康医療局保健医療部健康増進課 未病対策グループ

〇　公益財団法人かながわ健康財団
設立年月日 　平成２年10月１日

設立目的
　自主的な健康づくり活動の促進、がん征圧の推進、角膜等及び腎臓の移植の
推進に関する事業を行い、県民の健康及び福祉の増進に寄与することを目的と
して設立。

代表者 　理事長（非常勤） 菊岡 正和

所在地 　〒231-0037 横浜市中区富士見町３－１ 　045-243-5021

基本財産等 　681,800千円（うち県出資等116,985千円）

県出資等比率  産業労働局中小企業部中小企業支援課 中小企業支援グループ

〇　公益財団法人神奈川産業振興センター
設立年月日 　昭和28年８月12日（平成20年４月１日改組）

設立目的
　中小企業者等の経営基盤の強化や新規創業及び新分野進出促進に関する事業
を総合的に実施することにより、神奈川県産業の振興に寄与することを目的と
して設立。

代表者
　理事長　茂木　吉晴
　（※県退職時の役職：県民局長）

所在地 　〒231-0015 横浜市中区尾上町５-80 　045-633-5000

基本財産等 　300,000千円（うち県出資等300,000千円）

県出資等比率 　県土整備局道路部道路企画課 調整グループ

〇　神奈川県道路公社
設立年月日 　昭和46年10月30日

設立目的

　神奈川県の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料
金を徴収することができる道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合
的かつ効率的に行うこと等により、この地域の地方的な幹線道路の整備を促進
して交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与す
ることを目的として設立。

代表者
　理事長 田中 和久
　（※県退職時の役職：教育局長）

所在地 　〒231-0023　横浜市中区山下町１ 　045-479-7755

基本財産等 　10,781,000千円（うち県出資等10,781,000千円）

県出資等比率 　県土整備局河川下水道部下水道課 流域下水道グループ

〇　公益財団法人神奈川県下水道公社
設立年月日 　昭和55年５月23日

設立目的

　下水道の維持管理に関する業務を行うほか、下水道知識の普及・啓発活動及
び下水道技術に関する調査研究を行い、県及び市町村の下水道事業に協力し、
もって県民の健康で快適な生活環境の向上と公共用水域の水質保全に寄与し、
公衆衛生の向上及び環境保全を目的とする。

代表者
　理事長 筒浦　浩久
　（※県退職時の役職：総務局長）

所在地 　〒254-0014　平塚市四之宮４-19-１ 　0463-55-7211

基本財産等 　110,000千円（うち県出資等55,000千円）

県出資等比率 　神奈川県警察本部刑事部組織犯罪対策本部暴力団対策課

〇　公益財団法人神奈川県暴力追放推進センター 
設立年月日 　平成４年６月１日

設立目的

　暴力団員による不当な行為を予防するための広報活動、不当な行為について
の相談事業、不当な行為による被害者の救援等を行うことにより、暴力団員に
よる不当な行為の防止及びこれによる被害の救済を図り、もって安全で住みよ
い地域社会の実現に寄与することを目的として設立。

代表者 　理事長 菅　友晴

所在地 　〒231-8403　横浜市中区海岸通２-４ 　045-201-8930

基本財産等 　500,000千円（うち県出資等250,000千円）
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株式会社 
湘南国際村協会 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 平成元年 10 月 17 日 

設立目的 

 緑陰滞在型の国際交流拠点「湘南国際村」の中核施設である湘南

国際村センターの運営を行うとともに、村全体の管理、運営等を行

うことを目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 

代表取締役社長 出口 満美  

（※県退職時の役職：労働委員会事務局長） 

所在地 〒240-0198 三浦郡葉山町上山口 1560-39 

電話番号 046-855-1811 

ホームページ https://www.shonan-village.co.jp/company/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
494,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

201,552 千円 

（40.80％） 

所管課 
政策局自治振興部地域政策課 調整グループ 

045-210-3255 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 × × × × × × × 

３年度 × × × × × × × 

４年度 × × × × × × × 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

委託料 

２年度 2,901 

湘南国際村Ｂ・Ｃ地区維持点検業務 ３年度 3,053 

４年度 3,283 

２年度 508,098 
湘南国際村センター（宿泊療養施設）借上

げ・運営等委託等 
３年度 633,516 

４年度 815,848 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 
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３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ３ ０ ２ １ 11 ０ ０ 11 

４年度 ３ ０ ２ １ 10 ０ ０ 10 

５年度 ３ ０ ２ １ 10 ０ ０ 10 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

  〇  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】今後、見直しを進める法人 

【取 組の内容】早期の自立化に向けて、更なる経営改善に取り組む。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 平成 13 年度、平成 28 年度 
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公益財団法人 
かながわ国際交流財団 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 昭和 52 年２月 15 日 

設立目的 

 世界に開かれた神奈川、世界と結ぶ神奈川を目ざして、人と人、

地域と地域の国際交流及び国際協力の積極的な推進、多文化共生社

会の実現、国際的な人材の育成並びに学術・文化交流を通じ地域文

化の向上を図り、もって県民の福祉の向上と世界の平和と発展に寄

与することを目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 
理事長（非常勤） 志藤 昭彦 

所在地 〒240-0198 三浦郡葉山町上山口 1560-39 

電話番号 046-855-1820 

ホームページ https://www.kifjp.org/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
675,640 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

165,000 千円

（24.42％） 

所管課 
国際文化観光局国際課 企画グループ 

045-285-0761 

 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × × × × × × 

３年度 〇 × × × × × × 

４年度 〇 × × × × × × 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

補助金 

２年度 38,777  

(公財)かながわ国際交流財団補助金 ３年度 102,000 

４年度 102,000 
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委託料 

３年度 193 翻訳委託業務 

２年度 58,711 

多言語支援センター運営事業業務委託料等 ３年度 87,871 

４年度 94,098 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 

 
 
３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 １ ０ １ ０ 17 ０ ０ 17 

４年度 １ ０ １ ０ 21 ０ ０ 21 

５年度 1 ０ １ ０ 21 ０ ０ 21 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

  ○  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 平成 16 年度 
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公益財団法人 
神奈川文学振興会 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 昭和 57 年４月１日 

設立目的 

 神奈川県にゆかりのある近代文学及び児童文学に関する各種資

料を収集、保存、展示し、文学関係者及び神奈川県民の利用に供す

ることにより、文学の振興と文化の発展に寄与することを目的とし

て設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 
理事長（非常勤） 村上 博【通称：辻原 登】 

所在地 〒231-0862 横浜市中区山手町 110 

電話番号 045-622-6666 

ホームページ https://www.kanabun.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
110,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

53,000 千円 

（48.18％） 

所管課 
国際文化観光局文化課 文化事業グループ 

045-210-3808 

 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 × × × × × × × 

３年度 × × × × × × × 

４年度 × × × × × × × 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

委託料 

２年度 412,860 

神奈川近代文学館指定管理費 ３年度 410,043 

４年度 410,043 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 
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３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ０ ０ ０ ０ 27 ０ ０ 27 

４年度 ０ ０ ０ ０ 26 ０ ０ 26 

５年度 ０ ０ ０ ０ 24 ０ ０ 24 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度）  

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

    〇    

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 未実施 
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公益財団法人 
神奈川芸術文化財団 

 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 平成５年 10 月 25 日 

設立目的 

 音楽、演劇、舞踊、美術などを中心に、芸術文化の創造と振興に

係る事業を行うことにより、県民に質の高い芸術文化に親しむ機会

を提供して、心豊かな生活環境を支えるとともに、芸術文化の発信

と交流を図り、もって神奈川の文化の創造と発展に寄与する。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 
理事長（非常勤） 玉村 和己 

所在地 〒231-0023 横浜市中区山下町３-１ 

電話番号 045-663-3711 

ホームページ https://www.kanagawa-arts.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
600,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

600,000 千円 

（100.00％） 

所管課 
国際文化観光局文化課 文化企画グループ 

045-210-3804 

 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 × × × × × × × 

３年度 × × × × × × × 

４年度 × × × × × × × 

 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

委託料 

２年度 1,562,317 

神奈川県立県民ホール等の指定管理費 ３年度 1,506,000 

４年度 1,506,000 
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委託料 

２年度 70,510 

マグネット・カルチャー推進事業費 ３年度 70,000 

４年度 70,000 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 

 

〇 間接的な県支出金の状況 

  神奈川芸術劇場及び日本放送協会横浜放送会館合同施設管理組合の委託事業について 

神奈川芸術劇場及び日本放送協会横浜放送会館合同施設は、県、ＮＨＫが区分所有

する施設であり、その共用部分の維持管理を行うため、区分所有法に基づいて両者で

管理組合を組織している。県は、共用部分に係る維持管理経費として、持分割合に応

じた負担金を管理組合に支出することとし、令和４年度においては 120,473 千円を

支出している。 

   管理組合は、その業務を（公財）神奈川芸術文化財団に委託している。 

 

 

 

 

 

※表中の金額は、令和４年度の決算額を示しています。 

 

 

３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ３ ０ １ ２ 59 ０ ２ 57 

４年度 ３ ０ １ ２ 59 ０ ４ 55 

５年度 ４ ０ ２ ２ 60 ０ ４ 56 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

   ○ 

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

県 
ＮＨＫ 

神奈川芸術劇場及び日本放送協会 

横浜放送会館合同施設管理組合 157,027 千円 

うち県負担分 

120,473 千円 

(公財)神奈川

芸術文化財団 

委託料 負担金 

156,915 千円 
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４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 
【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 平成 11 年度、平成 27 年度 
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公益財団法人 
地球環境戦略研究機関 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 平成９年４月 21 日（平成 10 年３月 31 日改組） 

設立目的 

 新たな地球文明の基本的枠組みの構築をめざして、持続可能な開

発のための革新的な政策手法の開発及び環境対策の戦略づくりの

ための政策的・実践的研究を行い、その成果を様々な主体の政策決

定に具現化し、地球規模、特にアジア・太平洋地域の持続可能な開

発の実現を図ることを目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 
理事長 武内 和彦 

所在地 〒240-0115 三浦郡葉山町上山口 2108-11 

電話番号 046-855-3700 

ホームページ https://www.iges.or.jp/jp 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
50,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

50,000 千円 

（100.00％） 

所管課 
環境農政局環境部環境課 環境計画グループ 

045-210-4107 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × × × × × × 

３年度 〇 × × × × × × 

４年度 〇 × × × × × × 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

補助金 

２年度 86,768 
地球環境戦略研究機関支援事業費 

（R2.7～R3.6） 

３年度 86,455 
地球環境戦略研究機関支援事業費 

（R3.7～R4.6） 

４年度 86,455 
地球環境戦略研究機関支援事業費 

（R4.7～R5.6） 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 

※本補助金の決算は（公財）地球環境戦略研究機関の会計年度によるものです。 
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〇 間接的な県支出金の状況 

  研究施設の無償転貸について 

県は、神奈川県住宅供給公社から、(公財)地球環境戦略研究機関用の研究施設を

184,954 千円で賃借し、当該施設を(公財)地球環境戦略研究機関に無償転貸している。 

 

 

 

 

 

 

※表中の金額は、令和４年度の決算額を示しています。 

 

 

３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ３ ０ ０ ３ 178 ０ ０ 178 

４年度 ２ ０ ０ ２ 183 ０ ０ 183 

５年度 ２ ０ ０ ２ 188 ０ ０ 188 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

   〇 

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 
【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 未実施 

 

神奈川県住宅供給公社 

県 

(公財)地球環境戦略研究機関 

賃貸借 

賃借料 184,954 千円 無償転貸 
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公益財団法人 
かながわ海岸美化財団 

 
１ 基本的事項 

設立年月日 平成３年４月１日 

設立目的 

海岸の清掃、海岸美化に関する啓発、美化団体の支援及び海岸美

化に関する調査・研究等を行うことにより、相模湾を中心とする海

岸の美化を図り、もって海岸の自然環境の保全と利用環境の創造に

寄与することを目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1現在） 

代表理事 松浦 治美 

（※県退職時の役職：エネルギー担当局長） 

所在地 〒253-0033 茅ヶ崎市汐見台１-７ 

電話番号 0467-87-5379 

ホームページ https://www.bikazaidan.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1現在） 
1,789,278千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

1,400,000千円 

（78.24％） 

所管課 
環境農政局環境部資源循環推進課 適正処理グループ 

045-210-4154 

 

 
２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 × × 〇 × × × × 
３年度 × × 〇 × × × × 
４年度 × × 〇 × × × × 

 
〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

負担金 
２年度 137,061 

海岸清掃事業負担金等 ３年度 141,892 

４年度 144,555 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 
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３ 役職員の状況

〇 役職員数（各年度の７月１日時点）

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 １ ０ １ ０ ８ ０ １ ７ 

４年度 １ ０ １ ０ ８ ０ １ ７ 

５年度 １ ０ １ ０ ８ ０ １ ７ 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度）

有給役員なし 400万円未満 
400万円以上 

800万円未満 
800万円以上 

〇

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

５ 包括外部監査実施年度

平成 19年度
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公益財団法人 
かながわトラストみどり財団 

 
１ 基本的事項 

設立年月日 昭和 60 年６月１日 

設立目的 

かながわのナショナル・トラスト運動及び県土緑化運動を実施す

ることにより自然環境、歴史的環境の保全及び緑化の推進を図り、

もってみどり豊かなかながわの創造に寄与することを目的として

設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1現在） 
理事長（非常勤） 川本 守彦 

所在地 〒220-0073 横浜市西区岡野２-12-20 

電話番号 045-412-2525 

ホームページ https://ktm.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1現在） 
332,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

300,000 千円 

（90.36％） 

所管課 
環境農政局緑政部自然環境保全課 調整グループ 

045-210-4306 

 

 
２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × × × × × × 
３年度 〇 × × × × × × 
４年度 〇 × × × × × × 

 
〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

補助金 
２年度 128,772 

トラスト運動推進事業費補助等 ３年度 118,000 

４年度 113,200 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 
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３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 １ ０ １ ０ 10 ０ ２ ８ 

４年度 １ ０ １ ０ ９ ０ １ ８ 

５年度 １ ０ １ ０ ９ ０ １ ８ 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 
〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400万円未満 
400万円以上 

800万円未満 
800万円以上 

  ○  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 
５ 包括外部監査実施年度 
 平成 30年度 
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公益社団法人 
神奈川県農業会議 

 
１ 基本的事項 

設立年月日 昭和 44 年６月１日 

設立目的 

農用地利用の効率化、高度化及び最適化を促進し、農業の生産性

の向上並びに経営の安定化や合理化を図るとともに、農業委員会活

動の効率的かつ効果的な実施を図り、神奈川県における都市農業の

持続的な発展に寄与することを目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1現在） 
会長（非常勤） 持田 文男 

所在地 〒231-0023 横浜市中区山下町２ 

電話番号 045-201-0895 

ホームページ https://www.k-nk.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1現在） 
73,490 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

27,900 千円 

（37.96％） 

所管課 
環境農政局農水産部農地課 農地活用グループ 

045-210-4475 

 
 
２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × × × × 〇 〇 
３年度 〇 × × × × 〇 〇 
４年度 〇 × × × × × 〇 

 
 
〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

補助金 
２年度 53,484 

農地中間管理機構事業推進費等（事業費補

助） 
３年度 57,594 

４年度 56,443 
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委託料 ２年度 5,357 農地集積利用調査 

損失補償 ５年度 649,740 
資金借入に伴う金融機関に対する損失補

償等 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 

※損失補償の金額は、令和５年度当初予算に関する説明書の「当該年度以降の支出予定額」を掲載しています。 

 
 
３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ０ ０ ０ ０ ４ １ ０ ３ 

４年度 ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０ ３ 

５年度 ０ ０ ０ ０ 10 ０ ０ 10 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 
〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400万円未満 
400万円以上 

800万円未満 
800万円以上 

    〇    

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 
５ 包括外部監査実施年度 
 未実施 
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社会福祉法人 
神奈川県総合リハビリテーション事業団 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 昭和 48 年２月２日 

設立目的 

県が設置する社会福祉施設や病院の管理運営を適切かつ能率的

に行い、多様な福祉・医療サービス等がその利用者の意向を尊重し

て、総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、

個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかに育成され、又はその

有する能力に応じ、自立した日常生活を地域社会において営むこと

ができるよう支援する。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 

理事長 霜尾 克彦 

（※県退職時の役職：議会局副局長） 

所在地 〒243-0121 厚木市七沢 516 

電話番号 046-249-2111 

ホームページ https://www.kanagawa-rehab.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
27,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

10,000 千円 

（37.04％） 

所管課 
健康医療局県立病院課 調整グループ 

045-210-4807 

 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × × × × × × 

３年度 〇 × 〇 × × × × 

４年度 〇 × × × × × × 

 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

 

補助金 ２年度 18,200 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

補助金（医療分）「医療機関・薬局等にお

ける感染拡大防止等支援事業」 
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補 

 

 

 

助 

 

 

 

金 

 

 

２年度 34,072 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

補助金（医療分）「新型コロナウイルス感

染症対策事業」 

２年度 1,870 
新型コロナウイルス感染症患者等受入れ

医療機関の施設整備に関する補助金 

２年度 8,813 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

補助金（障害分）「障害福祉サービス施

設・事業所等における感染対策徹底支援

事業」 

３年度 1,700 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

補助金（医療分）「新型コロナウイルス重

症患者等を診療する医療従事者派遣体制

の確保事業」 

２年度 690 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

補助金（医療分）「帰国者・接触者外来等

設備整備事業」 ３年度 1,463 

２年度 3,444 
看護師等養成所遠隔教育環境整備費補助金 

３年度 903 

２年度 2,446 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

補助金（医療分）「感染症検査機関等設備

整備事業」 ４年度 2,950 

３年度 61,886 新型コロナウイルス感染症患者等受入病

床確保事業補助金 ４年度 47,552 

２年度 212,131  

厚木看護専門学校運営事業 

 

３年度 172,533 

４年度 168,434 

２年度 237  

新人看護職員研修事業費補助金 

 

３年度 291 

４年度 218 

２年度 526  

院内保育事業運営費補助金 ３年度 526 

４年度 526 

委託料 

２年度 2,589,412 
総合リハビリテーションセンター指定管

理費等 
３年度 2,580,618 

４年度 2,606,450 

負担金 ３年度 88,787 
総合リハセンター特高変電所建替えに伴

う東電工事費負担金 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 
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３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 
役員内訳 常勤 

職員数 
職員内訳 

県派遣 県ＯＢ その他 県派遣 県ＯＢ その他 

元年度 ４ ０ ２ ２ 642 ０ ０ 642 

４年度 ４ ０ ２ ２ 677 ０ ０ 677 

５年度 ４ ０ ２ ２ 675 ０ ０ 675 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

  〇  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 平成 14 年度実施 
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公益財団法人 
かながわ健康財団 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 平成２年 10 月１日 

設立目的 

自主的な健康づくり活動の促進、がん征圧の推進、角膜等及び腎

臓の移植の推進に関する事業を行い、県民の健康及び福祉の増進に

寄与することを目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 
理事長（非常勤） 菊岡 正和 

所在地 〒231-0037 横浜市中区富士見町３－１ 

電話番号 045-243-5021 

ホームページ https://www.khf.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
681,800 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

116,985 千円 

（17.16％） 

所管課 
健康医療局保健医療部健康増進課 未病対策グループ 

045-210-4746 

 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × × × × × × 

３年度 〇 × × × × × × 

４年度 〇 × × × × × × 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

補助金 

２年度 33,111  

（公財）かながわ健康財団事業費補助等 

 

３年度 33,111 

４年度 33,111 

委託料 

２年度 13,249  

臓器移植コーディネーター設置事業等 ３年度 10,505 

４年度 49,354 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 
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３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 １ ０ １ ０ 12 ０ １ 11 

４年度 １ ０ １ ０ 11 ０ ２ ９ 

５年度 １ ０ １ ０ 13 ０ ２ 11 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

  ○  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 未実施 
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公益財団法人 
神奈川産業振興センター 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 昭和 28 年８月 12 日（平成 20 年４月１日改組） 

設立目的 

中小企業者等の経営基盤の強化や新規創業及び新分野進出促進

に関する事業を総合的に実施することにより、神奈川県産業の振興

に寄与することを目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 

理事長 茂木 吉晴 

（※県退職時の役職：県民局長） 

所在地 〒231-0015 横浜市中区尾上町５-80 

電話番号 045-633-5000 

ホームページ https://www.kipc.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
300,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

300,000 千円 

（100.00％） 

所管課 
産業労働局中小企業部中小企業支援課 中小企業支援グループ 

045-210-5556 

 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × 〇 〇 × 〇 〇 

３年度 〇 × 〇 〇 × 〇 〇 

４年度 〇 × 〇 〇 × 〇 〇 

 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

補助金 

２年度 1,716,390  

神奈川産業振興センター事業費補助等 ３年度 1,595,072 

４年度 1,052,912 

委託料 

２年度 33,581 
神奈川県プロフェッショナル人材戦略拠

点運営事業等 
３年度 30,685 

４年度 32,610 
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貸付金 
（残高） 

２年度 
253,223 

(3,253,232) 

小規模企業者等設備資金貸付金等 ３年度 
256,174 

(1,987,149) 

４年度 
397,652 

（1,764,250) 

負担金 

２年度 9,371 
神奈川中小企業センター修繕費用に係る

神奈川県分負担金等 
３年度 5,804 

４年度 10,196 

損失補償 ５年度 456,614 
（公財）神奈川産業振興センター設備貸与

事業に係る損失補償 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 

※損失補償の金額は、令和５年度当初予算に関する説明書の「当該年度以降の支出予定額」を掲載しています。 

 
 
３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 
役員内訳 常勤 

職員数 
職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ３ ０ ３ ０ 53 １ １ 51 

４年度 ３ ０ ３ ０ 49 １ ０ 48 

５年度 ３ ０ ３ ０ 47 1 0 46 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

  〇  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 平成 13 年度、平成 28 年度 
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神奈川県道路公社 
 

１ 基本的事項 
設立年月日 昭和 46 年 10 月 30 日 

設立目的 

 神奈川県の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用

について料金を徴収することができる道路の新設、改築、維持、修

繕その他の管理を総合的かつ効率的に行うこと等により、この地域

の地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって

住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与することを目的として

設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 

理事長 田中 和久 

（※県退職時の役職：教育局長） 

所在地 〒231-0023 横浜市中区山下町１ 

電話番号 045-479-7755 

ホームページ https://www.kdt-kousha.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
10,781,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

10,781,000 千円 

（100.00％） 

所管課 
県土整備局道路部道路企画課 調整グループ 

045-210-6406 

 

２ 県とのかかわり等  
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 × × × 〇 × × 〇 

３年度 × × × × × × 〇 

４年度 × × × × × × × 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

委託料 

２年度 85,004 受託業務収入（大規模修繕工事） 

 ３年度 83,528 

４年度 78,131 
令和４年度 受託業務収入（大規模修繕工

事及び道路パトロール業務委託） 
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貸付金 

（残高） 
２年度 

0 

（300,000） 本町山中有料道路建設資金 

債務保証 
２年度 1,684,208 

資金借入に伴う金融機関に対する債務保証 
３年度 1,069,434 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 

※債務保証の金額は、当初予算に関する説明書をもとに掲載しています。 

※債務保証に係る元利償還金は、令和３年度中に完済しています。 

 
３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ３ ０ ３ ０ 25 ０ ４ 21 

４年度 ３ ０ ３ ０ 25 ０ ４ 21 

５年度 ３ ０ ３ ０ 26 ０ ５ 21 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

  ○  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 平成 17 年度、平成 28 年度、令和３年度 
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公益財団法人 
神奈川県下水道公社 

 

１ 基本的事項 
設立年月日 昭和 55 年５月 23 日 

設立目的 

 下水道の維持管理に関する業務を行うほか、下水道知識の普及・

啓発活動及び下水道技術に関する調査研究を行い、県及び市町村の

下水道事業に協力し、もって県民の健康で快適な生活環境の向上と

公共用水域の水質保全に寄与し、公衆衛生の向上及び環境保全を目

的とする。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1 現在） 

理事長 筒浦 浩久 

（※県退職時の役職：総務局長） 

所在地 〒254-0014 平塚市四之宮４-19-１ 

電話番号 0463-55-7211 

ホームページ https://kanagawa-swf.or.jp/ 

基本財産等 

（R5.7.1 現在） 
110,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

55,000 千円 

（50.00％） 

所管課 
県土整備局河川下水道部下水道課 流域下水道グループ 

045-210-6453 

 

 

２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 
県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 × × × × × × × 

３年度 × × × × × × × 

４年度 × × × × × × × 

 

〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

委託料 

２年度 8,070,541 
流域下水道運転操作等維持管理業務委託 
流域下水道水処理・汚泥処理運転管理業務委託 ３年度 8,418,782 

４年度 7,983,610 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 
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３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ３ ０ ２ １ 61 ０ １ 60 

４年度 ３ ０ ２ １ 66 ０ １ 65 

５年度 ３ ０ ２ １ 69 ０ １ 68 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 

〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400 万円未満 
400 万円以上 

800 万円未満 
800 万円以上 

  〇  

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取 組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 

５ 包括外部監査実施年度 
 平成 22 年度 
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公益財団法人 
神奈川県暴力追放推進センター 

 
１ 基本的事項 

設立年月日 平成４年６月１日 

設立目的 

 暴力団員による不当な行為を予防するための広報活動、不当な行

為についての相談事業、不当な行為による被害者の救援等を行うこ

とにより、暴力団員による不当な行為の防止及びこれによる被害の

救済を図り、もって安全で住みよい地域社会の実現に寄与すること

を目的として設立。 

代表者職・氏名 

（R5.7.1現在） 
理事長 菅 友晴 

所在地 〒231-8403 横浜市中区海岸通２-４ 

電話番号 045-201-8930 

ホームページ https://boutsui-kanagawa.com/ 

基本財産等 

（R5.7.1現在） 
500,000 千円 

うち神奈川県出資等 

（県出資等比率） 

250,000 千円

（50.00％） 

所管課 

神奈川県警察本部刑事部組織犯罪対策本部暴力団対策課 

暴力団排除対策室 

045-211-1212 

 

 
２ 県とのかかわり等 
〇 「第三セクター等の指導、調整等に関する要綱」に規定する支援の状況 

年度 補助金 交付金 負担金 貸付金 利子補給 県職員 
派遣 

債務保証 
損失補償 

２年度 〇 × × × × × × 
３年度 〇 × × × × × × 
４年度 〇 × × × × × × 

 
 
〇 県支出金等 

項目 年度 金額（千円） 内容 

補助金 
２年度 10,657 

（公財）神奈川県暴力追放推進センター補

助金（事業費補助） ３年度 10,563 

４年度 10,585 
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委託料 
２年度 10,991 

不当要求防止責任者講習業務の委託 ３年度 11,943 

４年度 12,142 

※記載金額は千円未満を切り捨てています。 

 
 
３ 役職員の状況 
〇 役職員数（各年度の７月１日時点） 

年度 
常勤 

役員数 

役員内訳 常勤 

職員数 

職員内訳 

県職員 県ＯＢ その他 県職員 県ＯＢ その他 

元年度 ０ ０ ０ ０ ４ ０ ３ １ 

４年度 ０ ０ ０ ０ ４ ０ ３ １ 

５年度 ０ ０ ０ ０ ４ ０ ３ １ 

※令和２～３年度は、調査未実施のためデータがありません。 

 
〇 有給常勤役員の平均年間報酬額（令和４年度） 

有給役員なし 400万円未満 
400万円以上 

800万円未満 
800万円以上 

〇    

※常勤役員のうち、役員としての報酬を支給されている者に対する年間報酬の１人当たりの平均額を掲載しています。 

 

 

４ 今後のあり方を踏まえた見直しについて 

【今後のあり方】引き続き県主導第三セクターとして存続する法人 

【取組の内容】経営改善目標を策定し、その目標に向けて取組を進める。 

【参 考】県主導第三セクターの抜本的な見直しに向けた取組について 

        https://www.pref.kanagawa.jp/docs/hy8/cnt/f5589/p372316.html 

 

 
５ 包括外部監査実施年度 
 未実施 
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